
第9章 プロダク ト・モデ リングか らプロセス ・モデ リングヘ

9.1 はじめに

9.1.1 構工法計画とプロダク ト・モデ リング, プロセス ・モデリング

本章で取 り扱 うのは, 構工法の選択 ・組合せ問題であり, すなわち構工法計画のコアをなす考え

方と手法である。ここでい う構工法の選択 ・組合せ問題 とは,「(1)所与の設計1 (物的達成 目標) を,

(2)適切な資源 ・技術を用い, (3)ある手順に従って実体化する方策を, (4)ある生産環境 ・生産条件の

もとで, (5)評価 ・決定すること」をいう。言い換えれば, 所与の設計をプロダクト・モデル と呼ぶ

とき, それを適切に方法 ・手順化したプロセス ・モデルに変換することだと言える。問題をこのよ

うに定義するに当たっては, 次のような認識を前提にしている。

a) 設計の不確定性: 設計 (図書) は一般的には構成材の仕様や組立を指示する確定的な情報であ

ると理解されるが, 実際にはその内容は設計以降の段階に委ねられることが多い。すなわち, 設計

は緩やかに規定された達成 目標であ り, 曖昧性, 不確定性を含む。確定されていない部分は設計か

ら施工にいたるプロセスで決定される。本論文では, 物的存在としての明示的な建築物 (の成立ち ・

構成) を 「構法」 と呼び, 不確定な内容を含みうる 「設計」と区別する。構法とは, 質 ・量ともに

確定された建築の物的要素 とそれ らの間の関係である。

b) 構工法の不可分性:「構法」は実体としての建築の静的なモデルであって, それ自体によって実

現のための方策が指示されているわけではない。また, 方策も, 構法自体を包括的に規定するもの

ではなく, 構法の部分に対応 した要素技術の集積である。これ らの要素技術はそれに関する情報を

もとに, それに関連する資源とともに, 設計 ・計画の都度, 外部から適宜調達されるものである。

資源 ・技術の用い方と手順は動的なプロセスであり, これを狭義に 「工法」と呼べば, それは建築

という行為の動的なモデルであるということができる。さらには, これ らの要素 (部分) を, ある

達成目標や条件に合致するように, 統合的に計画 し, 管理する方策もある。広義には, これ らの全

体を 「工法」と呼ぶのが適当であろう。 しかし, (狭義の) 工法は特定の (部分) 構法に即して記述

されるがゆえに, 両者は不可分である。

c) 構工法の不確定性: 構工法が計画の対象 となるためには, その内容が (計画の進行に応じて)

必要十分に明らかにされていなければならない。 これが可能であるためには, 構工法が確定した技

術規範として広く世の中に定着しているか, またはすでに前例が知識として蓄積 されているか, あ

るいは必要なデータがその都度新たに仮定されなければならない。事前に外部に存在する規範 ・前

例などのデータは, 必ず しも当該プロジェク トにとって必要十分な情報を提供するものとはいえな

い。すなわち, 情報に不足がありうるうえに情報の内容が不確定である。そこで, これらの選択 ・

計画に当たっては, さまざまの仮定を加え, 適用構工法の内容を確定しておかなければならない。

すなわち, 部分構工法の属性を確定 してゆく過程にすでに計画行為が混入 しているとい うことにな

る。

d) 部分構工法の選択=組 合せ: 部分構工法の選択はそれぞれが単独で完結するわけではない。性

能やコス ト, 工期などは, 全体としての構工法の属性を評価する必要のあるものの例である。選択

された部分構工法の評価 とは, 部分構工法全体の評価, およびそれらのある部分または全体の組合

せの評価を総合 したものでしかありえない。

1 後に 「建物基本モデル」として説明するように, 実はプロダク ト・モデルも構工法計画が確定するまで確定し

ない。すなわち, プロダク ト・モデルは最終的にはプロセス・モデルと同時に確定される。
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e) 部分 を全体 とつな ぐ計画モデルの必要性: 個々の部分構工法の計画は部分 と全体の間を往還 し

ながら進 められ る。そこで必要 になるのが, 構工法の全体と部分 をつな ぐ計画モデルである。これ

らの例 としては, 構法モデル, 工事空間モデル, 工程モデル, 資源モデル などが考え られ る。 これ

に時間的要素を組み合 わせれ ば, 構工法の部分 と全体に関す るさまざまな状態, 属性値 とその変化

過程 を表現す ることができる。

f) 構工法の評価は構工法計画の評価: 構工法の評価は この ように最終的に確定 した物的存在 とプ

ロセスを対象 とす るが, 重要なことは, 初期の条件 としての設計や計画知識は本来不確定なものと

想定 され ていることである。 したがって, 確定 した構工法モデルの機能 ・属性値 を評価す るだけで

は, 構工法の選択 ・組合せを評価 した ことにな らず, 不確定な要素を確定 してゆく計画過程そのも

のもまた評価 されなければな らない とい う点である。その過程 は, 一般的には機械的 ・演繹的なプ

ロセスではな く, 計画者の (恣意的な) 方針を 「決定 (仮定) 」として含む。そ こでこ うした意思決

定を支援す る構 工法計画機能の有無 に関わらず, 構 工法の評価 はそのモデル解のさま ざまな値を評

価す る と同時に, 計画者の判断 ・方針 を評価す るものである とい うことを忘れ てはな らない。

以上 の認識を踏 まえ, 冒頭の問題 を次の ように書 き換 える。

すなわち, 構工法計画 とは,「(1) 所与の設計 を,(2) プロジェク トの達成 目標 と諸条件 を勘案 しなが

ら,(3) 既存の知識,(4) さま ざまな構工法計画手法に支援 された計画者の判断 ・方針 と,(5) 全体一部

分 をつな ぐ計画モデル に基づいて,(6) それらモデルの属性値 と (7) 部分構工法の仕様を同時に仮定 し,

(8) それらか らもた らされ る諸 々の指標値 を評価す ることによって,(9) 計画者の判断や方針が妥当で

あるかを確かめつつ,(10) 最終的にプロジェク トの達成 目標 と条件 に合致する適切 な構工法の仕様 を

確 定す ること」である。

本章では, 構法 と工法, および部分 と全体をつな ぐ計画モデルの コアとして, 3次 元CADシ ス

テム とIFMに よる工程演算機能 を組み合わせた手法を構築 した結果について述べ る。4次 元構工法

モデ リングとい う命名 は, 3次 元のプ ロダク ト・モデ リング手法に時間軸 を加 えたプロセス ・モデ リ

ング手法 を統合 したこ とに由来 している。

9.1.2 本章 の構成

9.2 プロダク ト・モデルか らプロセス ・モデルヘ

9.2.1 建築基本 モデル

ク ロー ズ ドとオー プン

部 品化, システムズ ・ビルデ ィング

9.2.2 足 し算の建築 と引 き算 の建築

RC造 と鉄骨造

現 場打 ちとPCa化

「割付 け」型 と 「積上げ」型

9.2.3 部分構工法 の記述法

9.2.3.1 構工法計画 にお ける 「部分分割 」

構工法計画 においては,「 部分」 をもた らす 「分割」が重要な意味を持つ。では,「 部分分割」は

どの よ うな場合 に生起す るのか。以下に事例をあげ, その指示属性を検討す る。
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a) 構法の機能的 「部分分割」=部 位分割: 躯体 ・仕上げ ・設備, 柱 ・梁 ・壁 ・スラブ等, 建築を

建築 として成立せ しめるような機能的意味による部分分割である。 これ らは, 同時 に形態 ・領域の

ま とま りをもち, また空間内の位置に関する情報 をもつ。果たすべ き機能は性能 としてあらわ され

る。部位 による分割概念 は, こうしたまとま りをもつ うえに, しば しば特定の構成材, 業種 ・工種

との関連性 を強 くもっているために, 構工法の部分分割を決 める際の上位概念 として用い られ るこ

とが多い。

b) 構成材の種類 による 「部分分割」: 材料 の同一性, 類似性に よって抽出 され る部分である。構成

材 の中に も形態 ・領域 のまとま りをもち, 機能的部分 (a) に近い 「定型的」な構成材 (～部材)

とこうしたま とま りをもたず, 素材 に近い 「不定形」 な構成材 (～材料) とがある。設計図書に指

示 された情報 と組み合わせた場合, 構成材は構法に近い内容 を指示す るようになる。 また, 構成材

はそれを扱 う技能 ・技術による専門的区分, 発注・調達区分 とも密接な関係 があ るために, 業種 ・工

種 と同様 に扱 われ る可能性がある。

c) 構成材 の部材分割による 「部分分割」: 連続 した同種の構成材またはその組 を部材分割する場合

である。その操作に関連 して, 割付 けとい う言葉がよく用い られ る。 また, これ らは揚重単位, 輸

送制限 といった外部的条件によって決定され ることがある。構成材 (b) の属性に, 領域 ・位置情

報 を加味 した指示 内容 をもつ。

d) 部分構工法の 「割付け」による 「部分分割」: 属性が既知である特定の構工法を全体構工法の部

分 として割付ける場合である。 その場合, 構法は設計図書お よび構工法知識体系によ り特定 され,

工法 も施工要領書な どに よって特定 され る。例 えば, 大型型枠 の隣接工区間での転用 を必要 とす る

垂直 ・水平 コンク リー ト分離打設工法のよ うに, 構工法の特性 によって空間分割 (後述) が引き起

こ され る場合 もある。

e) 部品化 ・プ レファブ化による 「部分分割」: 建築の部分 を物的存在 として も, またプ ロセス とし

て も分節 し, 別個 の生産単位 とす る場合である。 これによ り, その部分構工法 をつ くるための物的

要素 とプ ロセスは 「現場」とい う生産 システムから分離 され る。ただ し, サイ ト・プ レファブ といっ

たケー スでは, 現場 の生産資源 と密接 な関係 を持つ こともある (同一下請による地組 など) 2。これ

らはまた, 専門区分, 調達区分 とも密接な関係を持つ。その意味で, これ らは (d) の特別なケー

ス とみなす こ ともで きる。

f) 構工法の工区分割による 「部分分割」:単 なる空間分割の操作である (j), あるいは物的存在

と しての構成材 の領域分割である (c) に対 し, 分割 された空間に含まれ る構工法 を単位 とした部

分分割である。構 工法によ り空間 (工区) 分割の仕方が異なる場合がある。多 くの場合, こうした

空間 (工区) 分割 の 目的 は, 作業空間を分割す ることによ り異種プロセ スの同時進行化を可能にす

ることにあるが (多工区同期化), 同一発注単位 としての構工法の大きなまとま りを導 くための空間

分割 もある (システムズ ・ビルデ ィング型)。 前者の場合, 現場の生産システムは, 相互に順序関係

(空間領域 としてのインターフェイス) をもつ複数のサブシステム (複数のプ ロジェク トと理解 し

て もよい) に分割 され る。

g) 発注 ・調達区分 による 「部分分割」: ワークパ ッケージ等 とも呼ばれる。技能 ・技術的専門工事

区分 とも類似 してい るが, 一式請負や, 同一工種 を複数の業者に発注す るケースなどもあ り, プ ロ

ジェク トごとに特定の部分分割がな され る。 この区分は確定 された構工法を前提 としてお り, 本設

資材 (～構成材) の施工 に関連す る資機材 の扱い を含 む。

2 6章 参照。
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h) 工程 による 「部分分割」: 一連のプロセスのま とま りを抽 出 した結果である。工程 (～プ ロセス)

の要素は作業空間, 作業内容, その順序関係 , 時間, 必要資源 とその量によってあ らわ されるが,

その確定は構工法の確定を前提 とす る。何をもって一連 のま とま りとす るかは, 工程の属性 の どの

部分を共通 とみ るかによる。最 も厳密 にいえば, 発注区分 ・使用資源 ・作業内容名が同一の連続 し

たプロセス とい うこ とにな り, これはふつ う同種の構成材のまとま りの存在 を必要条件 としてもた

らされ る。 しか し, 資源や作業内容の一部が違って も, 同一の発注区分 ・工種に属するプ ロセスが

連続 していれば, それを工程の単位 とみなす こともあ りうる。専門区分や発注 ・調達区分がことな

ったプ ロセ スとの取合 いは工程分節化の十分条件であるが, 同種のプロセスで も, 工区分割や部材

分割単位 によって工程分割 がなされ ることがある。 工程の分節化は この ように, 工期 , 資源の水準

(cf. 転用), 工事計画手法な ど多 くの要因に支配 される。

i) 技能 ・技術的専門区分による 「部分分割」: その部分を設計 し, 施工す るのに要す る技能 ・技術

的専門区分である。扱 う資機材 との関連 が深 く, 業種 ・工種 (職種) 等の概念 と近い。

j) 作業空間の分割=工 区分割: 建築空間を領域分割 した場合の部分分割 であ る。棟 ・地上 ・地下 ・

階 ・ペ リメー ターな ど, 工事計画の対象 となる工区がこれにあたる。

k) 工期 ・時期による 「部分分割」: 工程等に関連付 けられた時間的要素によって区切 られたプ ロセ

ス群を指す。

l) 構成材の発注 ・納入時期による 「部分分割」: 同種の資材で も, 全体工期の中でい くつかの時期

に分 けて発注 ・納入がなされ ることがある。 これ らは, 資源の在庫状況に直接影響 し, 工程 に間接

的に影響す る。また, 納入時期 にはジャス ト・イン・タイムな ど, 工法計画に密接 に関係する 「部分」

である。

この ように, 構 工法における 「部分」は多様であ り, しかもそれ らは互いに密接に関連 している。

計画者 はこれ ら部分分割 の要因のいずれか (の組) を考慮の対象 として構工法を分節 し,「部分」を

抽出す る。一般的には, どの要因が支配的であるとはいえない。 したがって , 構工法計画 に当たっ

ては, どの要因か らも整合的な 「部分分割」が誘導 され るようにしてお くことが重要である。その

ためには, これ らの用意 によって分割 される構工法モデルの 「部分」の属性 とその上での操作を ,

共通 かつ恣意的 ・慣習的な 「意味性」を排除 した情報モデル として整理 してお くことが重要である。

9.2.3.2 構法 ・工法 ・構工法の 「部分」

前述の構工法の 「部分」をその指示内容である属性 との関連において整理 したのが表9-1で ある。

物的実体 としての構法の 「部分」 を直接的に表す概念は, 部位 (機能的部分) または構成材 であ

る。これ らは主に 「もの」の種類 ・量 ・質 ・位置関係 といった属性 によって記述 され る 「部分分割」

であるが, プロセスに関す る情報 をもたない3。構成材 はその種類 によってプロセス (=や りよう)

を暗黙的 に示す ことがあ るが, 確定的, 普遍的な関係はない。一方, 工法 に関わる部分分割のみを

あらわす概念の例は, 技能 ・技術的専門区分, 工区, 工期であるが, これ らだけではプロセスのそ

の他の属性 はほとん ど決まらない。 技能 ・技術的専門区分は特定の構成材 と結びつきやすいが, 確

定的, 普遍的 な関係 は ここにもない4。

部分構工法の割付 け, 部品化 ・プ レファブ化, 構工法の空間 (工区) 分割, 調達 ・発注区分 (ワ

3
 述語論理によって,「梁は柱によって支えられる」といった関係構造を導入する試みが多くなされているが,
このような概念 ・手法化には限界があるとするのが本論分の主張である。
4 材種 ・職種が確実な対応関係にあり, それを普遍的な工種とみなしうるのは, 在来工法のように技術規範が

広 く成立 している場合のみである。
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ー ク・パ ッケー ジ), 工程は, 「あ りよう」と 「や りよう」の両方に深 く関係 した 「部分分割」をとも

な うものであ り, これ らにおいて, 構法 ・工法は不可分である。注意 しなければな らないのは, (本

設資材以外の資機材 を含む) 資源 の水準 と時間,作 業空間に関わる属性 である。 これ ら以外の属性

は, 所与の構法か ら誘導 され る構工法の属性 の うちの不変のものであ り, 与条件や一般的な知識を

加 味 してその値 を決め ることができる。

しか し, 先の3つ の属性は, 工事計画者

の選択 的判断 に委ね られ るものであ り,

かつ工期, 必要資源,コ ス トなど全体構

工法 (プロジェク ト全体) のパ フォーマ

ンスを左右す る重要な属性 である5。した

がって, 構工法の空間分割, 調達 ・発注

区分, 工程 などを決定す る際に必要な こ

れ らの属性の値 の確 定は, 構工法の部分

を確定する計画の中でも, 一段高度な決

定内容 であるとしてよか ろ う。

ところで, 構工法の 「部分分割」を規

定 す るのは これまで述べ てきた よ うに

属性 (の集合) であるが, 「全体構工法」

6の個々の 「部分」を規定す るのはこれ ら

の属性 の値である。両者 は別の意味をも

つ ので, 以後, 前者 を {分割}, 後者 を

集合 的に {部分}, またその要素を [部分]

とあ らわ して区別す ることにす る。

い くつかの {分割} を合成す ることが

可能 であ り, その場合 には, 新 しく重ね

あわ された属性値 をもつ {部分} が定義

され る

表9-1構 工法の部分分割とその属性

9.2.3.3 手続 きか らみた部分分割

●「 部分」 と 「全体」

部分構 工法を確定する とい う操作 は, 前述のよ うな さま ざまな {分割} に対応す る属性の集合を

定め, その値を決定 (仮定または変更) して {部分} を確 定する とい う二重の内容 を意味す る。す

べての属性の値が確 定 された とき, 構工法は全体的かつ最 終的 に確定 された といえる。

[部分] の確定は, ある {分割} 概念 に したがって単に全体か ら {部分} を切 り取るだけではな く,

{部分} の総合 としての全体の属性 の値 を決定す る (または書き換える) とい う手続 きをともなっ

ている。す なわち, [部分] の決定は, 分節 と総合 とい う双方向の手続 きとなってい るのである。総

合的に {部分} をみた全体構 工法は, 「部分」間の整合性お よび品質, 工期, コス ト等, プロジェク

トの 目標の達成度 によって評価 され なければな らない。

5  これ ら3属 性 (変数) は互いに他の従属変数となっている。
6  ある属性の集合で定義された限りの構工法。
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●[部 分]の 切断 ・代替 ・割付 け

[部分] の決定の仕方 として, 次のよ うな典型的なケースがある。それぞれのケースによって手続

きや操作は ことなる。

(1) 切断: {部分} または [部分] の切断 を指す。ある {分割} に関わる属性の値 を定め, [部分] を並列

的に導き出す7。

(2) 代替: [部分] を他の [部分] によって代替す ること。異なる [部分] で代替するには, 属性の値の一

部が異なっている と同時 に, 一定の [部分] が共通の値 をもっていること必要がある。 この ように代

替は包含 関係にある二つの {分割} とそれ に したがった {部分} の存在 を前提 とす る。他の [部分]

お よび全体への影響 はそ の都度評価 されな けれ ばな らない。

(3) 割付け: 特定の {分割} に したがった [部分] を優先的に採用, 確定す る場 合。 この とき, 属性の

値 (境界 も) は与件 として決 まる。ただ し, す でにあてはめられた [部分] に接 して ([部分]間 のイ

ンターフェイスを介 して) 割付けがな され る場 合, その間の境界は必ず しも機械的に確定 されない

ので, 注意が必要で ある。

●組 合せの整合性

まず, 2つ の [部分] の間の整合性を, インターチェンジア ビリティ (交換可能性) とコンパテ ィ

ビリテ ィ (適合性) とい う2つ の観点か らみ る。

(1) インターチェンジア ビリティ: [部分] 間の交換可能性。[部分A] が他の同様 の [部分B] と交換 (代

替) 可能 であるとい うこと。前述の 「代替」 とまった く同 じ内容 を指す。

(2) コンパティビリテ ィ: [部分] 間の適合性。並列関係 にある (インター フェイスを有す る) [部分A]

と [部分B] を組み合わせ ることが可能であるとい うことを指す。必要条件は, 境界条件 (インター

フェイスでの属性の値) が合致 していることである。 「切断」はコンパティブルな [部分] を同時に抽

出す ること, また 「割付 け」は コンパテ ィブル な [部分] を順次確定 してゆくことに相 当す る。

いずれ も, 一部共通の {分割} にもとついた [部分] 間のイ ンターフェイスでの値の合致および {部

分} の総合的な値の妥当性を必要条件 としていることは同 じである。以上のことは二つ以上の[部 分]

の組合せについても成 り立つ。

構工法計画においては, 「切断」, 「割付け」によって部分構工法の仮定 を行い, 検討 の途中の段階

で 「代替」がな され る。

9.2.3.4 部分-全 体の関係の構造化

構工法計画における構工法の選択問題は, 構法の部分を何 らかの分割概念にしたがいながら部分

構工法として仮定し, それをもとに全体構工法のパフォーマンスを評価するとい う手続きをとる。

ここでクリティカルな問題となるのが, 部分-全 体の構造化である。構造化には大きく分ければ,

さまざまな部分分割手法を互いに関連付けるための構造化, および, 部分的に仮想された構工法の

属性を全体構工法として評価するための構造化の二つがある。

部分分割の方法 としては, 従来, 部位分割を主体とした階層的な方法がとられることが多かった

が, これは構工法選択の実態に沿わないばか りではなく, 基本とする部位分割の構造そのものが構

7 全体 (またはある {分割A} にしたがった上位の {部分}) のある属性 ({分割B}) について値 (の範囲～境

界) を特定すること。{分割A}∩{分 割B}=∮
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工法の多様性を排他的に除外 してしまうという欠点をもつ。本項では, 部位分割を規定する属性の

群である {分割} とその属性値である {部分} とによって, 多様な部分分割を構造的に結びつける

ことが可能であることを示 した。さまざまな部分分割法に対応する属性の集合およびその要素によ

って, 包含関係, 順序関係が定義されるのである。

部分構工法の価の全体的な評価は, 構法モデル, 工事空間モデル, 工程モデル, 資源モデルの四

つの計画モデルを用いて進められる。各モデルの値の多くは部分構工法の値 と連結されている。ま

た,各 モデルで共通のラベルをもつ属性は同じ値をもつ。その意味で, これ らのモデルは同じ構工

法計画モデルの別な側面であると解 してよい。

{分割} による {部分} 間の関係を構造化するのは,そ の {分割} 固有の [部分] 間のインターフ

ェイスである。このインターフェイスは全体の整合性を調整する媒介でもある。

{分割} の属性項目と [部分] 間のインターフェイスで結ばれた構造は,階 層的なものではない。

構工法の多様な選択 ・組合せを遂行する上では, このような構造化が不可欠である。

9.2.4 部分構 工法群か らプロセス ・モデルへ

9. 2. 4. 1

形状の分節

意味の分節

9.3 4次 元構工法モデ リング手法を用 いた構 工法計画

9.3.1 4次 元構 工法モデ リング

9.3.1.1 4次 元構工法モデ リング手法開発の状況

●4次 元構工法モデ リングとは

4次 元構工法モデ リングとは,建 築 を構成す る3次 元CADオ ブジェク ト群をその組立に関す る時

間的情報 と連動 させ ることにより,(a) 施工プ ロセスを可視化すること,ま たは, (b) 3次 元オ

ブジェク トの属性値お よび工程/工 程計画情報を用いた構工法計画を可能にす ることを総称 して言

うことにす る。言いか えれ ば, プ ロダク ト・モデルのプロセスへの展開 とい うことである。

4次 元モデ リングの もっとも簡単な例は, 3次 元CADオ ブジェク トを施工期間中の時刻に したが

って画面上に次々表示す るものであ るが, これは単な るアニメーシ ョンであって, 構工法モデ リン

グ と呼ぶ にはふ さわ しくない。 工程/工 事計画情報の基本は個 々のオブジェク トの組立に関す る先

行後続 関係であるが, 他 にも投入資源水準や 工区分割数等がある。先行後続関係に組立に要する時

間 を付加すれ ば, 同様のアニ メーシ ョン, す なわち組立プロセ スの可視化 (a) ができあが るが,

時間は3次 元オブジェク トの属性値である施 工数量 と工程/工 事計画情報の一部である投入資源水

準か ら割 り出 され るため,厳 密にはすでに構 工法計画 (b) が行われていることになる。 また, 構

工法計画の過程で時間経過 は特定の型の確率分布に したが う離散事象 として扱 われることが多 く,

この場合はシ ミュ レー シ ョンと呼ぶのが適 当で ある。

一方, 3次 元オブジェク トのデータあ るいは属性値 を生産情報 として用いることに関 しては, 数
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量積算をは じめ応用の例は多い。 しか し, 問題は,プ ロダク ト=構 法 としてのCADオ ブジェク トと

プロセス=工 法をいかに対応付 けるか, とい う点にある。構法 と工法が一対一に対応す るのであれ

ば, プ ロセス情報はプロダク トの属性値 として扱 うことが可能 であるが, これ は非現実的である。

一般的には, 機能的 ・空間的なエンテ ィテ ィとしての部位概念 をキーに, 部位構法 と部位工法を結

びつける方法が主流であるが, 部位 によるクラスの単純化, 固定化は構 工法計画の融通無碍な実態

とは相容れなかった といって よかろ う。

そ こで, 構法 (計画) と工法 (計画) を統合的に構工法 (計画) として取扱 う考え方が生まれて

きたが, 本章のアプ ローチ もこれ に添 うものである。

●手 法の特徴

ここで述べる4次 元構工法モデ リングは, 筆者等が開発 したインター フェイス ・マ トリクス (IFM)

に よる工程計画手法 と3次 元CADを 組合せ たもので, 次のよ うな特徴 を有す る。

1) 建物基本モデル を階層的に構法展開ない しは工法展開す ることをせず, 「部分構工法」をその都

度 「割 り付 け」 る方法 を採 る。 このとき, プ ロダク ト・モデル としての建物基本モデルの 「部分」

がCADオ ブジェク トとして切 り出 され るとともに,そ の実現プロセスに関す る情報を3次 元オブ ジ

ェク トの属性値 と して与えることが可能である。 このよ うな方法 を採 ったのは, 本来無限に多様な

部分構工法に固定的 なクラスの制限を加 えないためであ り, 実態 に

即 した構工法計画を考慮 したためである。

2) IFMは 部分構工法を単位 とす る構成材 (本設 ・仮設資材 のまとま

り) 群の間のインター フェイスによって先行後続 関係 を定義する。

したがって, 本研究の場合, 工程情報 もまた3次 元CADオ ブジェク

トの属性値 として与 え られ る。

3) 工程計画では工区分割や部品 ・部材 分割 を行 うが, その実行 は

本手法では3次 元オブジェク トの分割 とい う操作に還元す ることが

できる。その結果 もまたオブジェク トの属性値 となる。

4) 他の手法では仮設 を扱 うのが困難であったが,本 研 究では部分

構工法の割付 けと同時に仮設が定義 され るため, これ らを本設 のオ

ブジェク トと同等 に取 り扱 うことが可能であるi。

1.9. 3.1.2 4次 元構工法モデ リング手法の構成

プロダク トか らプロセスの表現へ

1) 全体の流れ

本節 では、まず、3次 元CADを 用いて部分構 工法の領域 を割 り付

ける方法について述べ る。次いで、部分構工法間のイ ンターフェイ

スに よって定義 されたIFMを 用いて多工区同期化構工法の工程 を出

力す る方法について述べ る。 この段階での入力情報である数量デー

タは3次 元CADか ら受 け渡 され る。出力 された工程は再び3次 元CAD

にフィー ドされ、指定 された時間スケールで、施工プロセスをCRT

上に3次 元の動画で出力す る。

続 いて、 この方法 を用いて実際に4次 元構工法モデ リングを行

図9-1 4次 元構工法モデ リング
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った例を紹介する。この例は超高層RC造 集合住宅躯体工事の基準階の構工法計画への適用事例であ

り、従来の部位概念を逸脱した構法の 「部分」が随意に定義される様子が示される。また、1日 を

タイムモデュール とした3工 区分割の計画例 と2日 をタイムモデュール とした2工 区分割の計画例

を示し、同一の躯体構法から多様な工程計画がもたらされ うることをヴィジュアルに示す。同一の

建物基本モデルから異なった構工法計画が算出されることを示すことについては、機会を改めて報

告 したい。

2) 部分構工法の あてはめ→領域定義 (切 り取 り)→ 部分構工法の数量算 出

3次 元の基準階モデル に部分構工法をあてはめるために、3次 元オブジェク トの集合演算を用い

て実際の構 法に基づいた3次 元オブジェク トの集合体に分割 をす る。単純に3DCGと して形状を

表現するためだ けではな く、その過程 において、各部材 の体積 も属性値 としてオブジェク トに与 え

てい くため、3D処 理の手法 としては ソリッ ドモデ リングを用い る。 ソリッドモデ リングは体積 も

考慮に入れた3次 元処理 のため、例えば梁の形状か ら梁のPCa材 の形状 を引 くことに より梁の現

場打ちコンク リー トの体積 を求めることができる。同様 に躯体 を分割 して各部材の体積を出す こと

によ り作業時間 を求め ることが可能 となる。モデ リングのための3DCADソ フ トとしてAuto CADを

使用す る。

ブール演算のあらまし

・立体の切断: 部材を構法に従って分割するときに必要となる操作で、立体に対して切断面を干渉

させて干渉点、干渉線を生成 し、断面形状を2重 に作成 して切 り離す という手順からなる。

・集合演算: 3次 元オブジェクトの集合演算は、単純な形状を組み合わせて複雑な形状を生成する

ためには欠かせない操作である。和の集合演算は、干渉計算による干渉点、干渉線の生成 と不要部

分の除去、立体の結合という手順によって行われる。他に、差、積の集合演算もあるが、これらの

計算は ド・モルガンの法則から和の集合演算 と立体を反転する演算の組み合わせで実現できる。

建物モデルの分割手順

通常、設計図書をもとに作成 した3Dモ デルは、通 り芯や断面寸法をもとにモデリングされてい

るので、仕口部分などにおいてオブジェク ト同士が重なっている。そのため、外見では全体の形状

は正しいが、躯体全体の体積と各オブジェク トの体積の総和が異なっている。そこで、集合演算を

使って部材の分割をする前に、和の集合演算によって一体 となったソリッド形状を作成し、これを

総和モデルと呼ぶことにする。また、一体化する前のデータも分割の過程において寸法などの参照

や、集合演算に利用するので、別 レイヤーに保持 してお く

建物モデルが一体のソリッド形状になった時点で部材の分割を進めていくが、その手順に関して

は選択する部分構工法によって異なってくる。そのため、今回の事例では手作業により分割を行な

ったが、今後、この過程の自動化は十分に可能であると考えられ る。

ブール演算のあらまし

3) IFMに よる工程 計算→工程計画の出力

IFMを 用いた多工区同期化構工法の工程計画についてはすでに報告 しているiiので, ここではその

手法のあ らま しを示す。

多工区同期化構工法の工程計画は繰 り返 し型の工事に適用 され るもので, 形態的には, 一つのタ

イ ムモデ ュール内に作業者が頻繁に工区間を移動す ることに特徴がある。手法的には,全 職種の全
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作業者が完全同期化条件 (手待ちの時間が0で あること) で稼動 しているという条件から出発 して

工程計算を行 うところに特徴がある。計算の流れは概略次のとお りである。

(1) 部分構工法の属性値の決定: 演算の対象とする構工法 (=部 分構工法の組合せ) について, 工

程計算に必要な属性値を用意する。必要な属性値は部分構法毎の施工数量 (基本的に1種 類の

構成材), 工数歩掛, および部分構工法間のインターフェイスである。前2者 の属性値は構工法

DBか ら供給されるとい う想定である。インターフェイスは基本的に物理的な構法特性によって

定義 されるもので, これが先行後続関係を唯一決定する構法属性である。

(2) サイクル工期と投入資源水準の決定: 要求工期に応 じて基準階1階 の施工に要する工期 (サイ

クル工期) を決定する。また, 先の施工数量と工数歩掛を用いて機材数や各職種の人数などの

投入資源水準を決定する。完全同期化は必ず実現されるからiii, ここで決定した投入資源水準

は工期の設定を変える場合以外, 変更する必要はない。

(3) IFMの 作成: 部分構 (工) 法を計画単位としたIFMを 作成する。この段階ではまだ工区分割が

行われていないのでiv, これを 「単工区モデル」と呼ぶ。IFMの 縦ないしは横の一列のベクトル

が部分構法の組合せを表 し, 行列の非対角要素が部分構法間のインターフェイスをあらわす。

このベク トルを部分構工法を表現するものに拡張するには, その構工法の施工に従事する作業

チームを各部分構法に対応 させなければならない。このとき, 部分構工法によっては複数の作

業チームが同時に作業に当たることがあるためv, そのような場合には必要な数だけ行列の次元

数を増やす。IFMに 関しては, 組作業でくくられた各作業チーム (職種) の直接の先行要素と

後続要素を他の職種も共通に持つ として, インターフェイスを付加する。

(4) 水平工区分割数と分割工程, タイムモデュールの決定: 水平工区分割に従ってIFMを 部分行列

に分割する。3工 区分割ならば3つ の部分行列に分けられる。単工区モデルに示された基準階

工程をどこで分割するかは計画者の判断によるが, 主要な工程をバランスよく各工区に配置す

ることが求められる。このとき, 単工区は複数工区となり, 構法表現された別の建物モデルが

工区分割の数だけ作られたことになるから, 部分行列間に位置するインターフェイスはすべて

消去される。工区分割数が与えられると同時にタイムモデュールが決まる。タイムモデュール

と工区分割数を掛け合わせた数字が基準階の施工に要するサイクル工期に相当する。(6) に示す

工程計算を行 うと, 各工区の部分行列があらわす工程の工期は所定のタイムモデュールをオー

バーしている可能性がある。その場合は, 工区分割数を増や し, 垂直工区分割を組合せる。こ

のとき, 上下階間の同一部分構工法間のインターフェイスを考慮する必要がある。一般に, 垂

直工区分割を含めた工区分割数 (ジョブ工区数) は水平工区分割数 (サイ ト工区数) よりも多

いvi。

(5) IFMに よる工程計算: 基準階の施工数量を工区分割数で割った値を, (2) で決定された投入資源

水準を工数歩掛に掛けた数値で除した値が, 各部分構工法の施工に要する時間である。IFMの

対角要素にこの時間を代入することにより, そのIFMが 表す各工程要素の最早日程, 最遅 日程,

トータルフロー ト, フリーフロー ト, クリティカルパスを計算することができる。各ジョブ工

区に対応する部分行列のあらわす工期が1タ イムモデュールに相当する工期であるが, 一般に

この工期は設定されたタイムモデュールよりは短くなっている。それは, この段階では同期化

がなされていないからである。すなわち, ジョブ工区間を移動しながら同じ作業チームが各種

の作業をするわけであるが, 同一作業チームが同じ時間帯に別のジョブ工区で作業を行ってい

るという非現実的な事態が起こっている可能性がある。そこで, 次の同期化の操作が必要にな

る。
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(6) 同期化: (5) で算 出 された各 ジ ョブ工区間で同一作業チームの作業時間帯が重ならない よ うに,

作業順序 を決める。すなわち, 今度 はジ ョブ工区の範囲 を越 えて, 同一作業チームの作業間に

インター フェイ スを付加する。この場 合, ク リティカルパス上にない作業を選んで順序化す る。

同期化 された多工区分割工程の完成: 改めてIFMに よる工程計算を行 う。各ジ ョブ工区の工期がタ

イムモデ ュール をオーバー していなければ同期化 された多工区分割工程 の完成である。そ うでなけ

れば, (6) の作業 を繰返す。

3次 元工程 アニメーシ ョンの作成

IFMに よ り求 めた2通 りの工程計画それぞれ を、3次 元CGを 用いてアニメー ション化する。

多工区分割同期化工法において施工プ ロセスを動画 で表現することの利点 として、図面や工程表 よ

りも直感的に工事の流れ を伝えることが可能 となること、工区の境界付近での作業の流れに無理が

ないかチ ェックできることがあげられ る。 アニメー ションのための3DCGソ フ トウェアとして3

D Studio MAX (以下3DS) を使用す る。

アニメーシ ョンはフレー ムと呼 ばれる多 くの静止画像か ら構成 されている。一般的な3Dソ フ ト

ウェアでは動画を作成す る場合、ある命令の開始、または終了 といったキー となるフレー ム (key

flame) を作成 し、その中間の フレームはコンピュー タによって自動的に補完 され、作成 される。3

DSの 場合は、そのオブジェク トのパラメータ (位置座標、サイズ等) がある時間でどのよ うな状

態 にあるかを示す トラック ビューにパラメー タを指定す ることによってキー フレームを作成す る。

本例 におけ る工程計画アニメーシ ョンの作成手順は、以下の とお りであ る。

(1) 部分工法選択の段階で集合演算によ り分割 した躯体の単工区モデル をAuto CADよ り読み

込む。今 回の事例では、共通の部分構工法での比較 、検討 なので読み込むモデルは基本的に共通で

あるが、Hコ ンの境 界が工区分割 によって異なるので、それぞれサイ ト工区の境界においてHコ ン

のオブジェク トを分割 してお く。 さらに、読み込 んだ各部材 をサイ ト工区ごとにまとめてお く。

(2) 単 工区モデ ル のオブ ジェ ク トす べて に対 して可視 状態 を操 作す る可視 トラ ック (visibility

track) を作成 し、すべ てのオブジェク トを不可視状態 にする。

(3) IFMに よ り導 き出 した工程表を もとに各オブジェク トを時間に沿って不可視状態から可視状態

に変更 してい く。

(4) 以上の操作を分割 された工区ごとに行 い、単工区モデルすべての部材 にキー フレームを付加する。

(6) さらに、タイムモデ ュールぶんだけキーフ レームをず らした単工区モデルを作 り、それ らを積層

す ることによ り複数の フロアにわた るアニメー シ ョンを作成す るこ とができる。

ジ ョブ工区が複数の フロアにわたる場合は、上階の作業スペース としてスラブPCaの 揚重を先

行 させ る等、縦方向での検討が必要になって くる。アニメーシ ョンを作成すれば工程要素の前後関

係の把握が容易 にな り、それ らに問題 点があればIFMを 変更す る。

9.3.2 工区分割 を変えた4次 元構 工法モデ リング

ケースス タデ ィ

ここでは、超高層RC造 集合住宅躯体工事において、工区分割数、投入資源水準、タイムモジュ

ールを変えた2通 りの工程計画 を、4D構 工法計画 の適用事例 として紹介す る。

対象 工事概要

対象 とした建築物 は埼玉県 さいたま市に現在建設中の集合住宅棟の うち、高層棟のB棟 である。
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構造は鋼製制震壁 を組み込んだRC造 純 ラー メン構造であるが、仲 どお りの柱の一部を厚肉スラ

ブ状の柱頭 をもつ独立柱 (MOS柱) とし、無梁の内部空間を有 しているところに特徴がある。

また、駐 車場の北側 にPCa部 材製作のサイ ト工場を設 け、躯体のDOC工 程 と同期化 させたス

ピー ドでPCa部 材 を製作 してい る。

図9-2 基準階のサ イ ト工区分割

建物モデル の分割

今回の高層集合住宅の事例では、内床、梁をハーフPC

a、 外床 、柱 をフルPCaと す る複合化 工法を採用 した、

単純 な形状 の境界 か ら分割 してい くほ うが容易に作業 で

きるため、床、柱、仕 口、大梁の順 に分割 と部材の定義を

行 った。

・床: まず、 基準階の総和モデルか ら床 スラブ厚 を読み取

り、その レベルにおいて総和モデル全体を切断 し、分割す

る。次に、一体 となってい るスラブ形状か ら外床のフルP

Caと な る部分を切 り出す。この時点で外床の フルPCa

部材 の形状 と体積が決定す る。

残 った内床部分をPCaの 部材厚 レベルで上下に分割 し、

上部は床 ス ラブの現場打 ちコンク リー ト形 状 として定義

す る。

下の部分 と統合前の建物モデルの柱 、大梁 との干渉計算 を

行い、柱、大梁の形状 を引いた ものか らPCa版 の体積 と

形状 を求める。次に、積の集合演算 を用いて柱 、大梁形状

と重なってい る部分を求め、床の現場 打ちコンクリー ト部

分 と統合す る。

・柱: この時点で残った形状 は、柱、 梁 と仕 口部分 の和にな

っている。この形状 を梁底の レベルで分割す ることに よっ

てフルPCaの 柱 を定義できる。他に3本 の独立柱がある

図9-3 基準階モデルの分割手順
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が、 これ らは個別に切 り出 してお く。

・仕 口: 統合前の基準階モデルにおいて、 大梁 と柱が重なってい る部分が仕 口と定義できにより仕

口部分 を求 め、現場打ちコンク リー トの体積 として定義す る。

・大梁: 残ってい る部材か ら先に求めた仕 口部分を引いてやることにより大梁の形状 を求 めること

ができる。また、大梁はハーフPCa部 材 を用い るので、梁の断面形状か らPCa部 分 と現場打

ち部分 の境界 を求め、 さらに大梁を分割す る。

現場打ちの コンク リー トはVH分 離打設 を行 っているので、仕 口部分をVコ ン、床 、梁、部分の現

場 打ちコンク リー トはHコ ンとして定義す る。

以上の操作によ り建物 モデルを分割 し、選択 した構工法に従 った形状 に重複 なく再定義すること

ができた。

IFMに よる工程計算

躯体モデルの分割に より部分構工法が決定 され、IFMに よる工程計画 に必要な属性地が出揃 う。

このデータをもとに2通 りの工程表 を出力する。両者 とも、ジ ョブ工区が複数のフロアにわたっ

てい るので、工区分割 、イ ンター フェイスの操作の際 には垂直方 向の配慮が必要 となる。

表9-2 部分構工法 とインター フェイス
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図9-4 水平3工 区分割のアニメーシ ョン

A) 水平3工 区分割

基準階 を三工区に分割 し、そ こに6つ の ジョブ工区を割付けたものである。 タイムモデュールは

8時 間で、3日 で1フ ロア持ち上がる形になっている。先行す るジョブ工区1が 新たに作業 を開

始す るには作業床 と して下階内床の半PCa材 が事前に揚重、取付け されている必要があ る。ジ

ョブ工区1の 下は常にジ ョブ工区4に なるので、内床半PCaの 揚重をそれ に先行するジ ョブ工

区3に 設定 してい る。
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図9-5 水平3工 区分割 のアニ メー シ ョン

B) 水 平2工 区分割

この事例では基準階を2分 割 しているが、16時 間タイムモデュール のため、4日 で1フ ロア持

ち上がるよ うに計画 されている。Aと 同 じ理由で内床半PCaの 揚重はジ ョブ工区2に 設定 され

てい る。また、Aよ りジョブ工区分割数が少 なく、多少 の手待 ちが発生す るため、職人の数に若

干余裕 を持 たせた。
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分析

同一の躯体全体構法 ・部分構工法か ら、工区分割数、投入資源水準、 タイムモデュール の異なる

二通 りの多工区分割同期化工程の解 を導 くことができたが、全体がタイムモデ ュール内お さまる

よ うスムーズに解 を導 くにはIFMに よる工程計算過程にお ける (4) ジ ョブ工区の割 り当てにおい

ての作業時間の長 い工程要素の取 り扱い、(6) 同期化にお ける作業順序の検討 において手待ちのな

い ようにインターフェイスを追加するなど、 「操作」の部分に 「慣れ」や 「経験」が必要である。

また、ジ ョブ工区の分割数が少 ないほど作業間のイ ンターフェイスが多数存在 し、同期化の解を

導 くことが困難であった。 これ らの問題点については、 より簡単な 「操作」で解 を導けるような

改善の余地 があると思われ る。

9.4 部分構工法の選択組合せ を変 えた4次 元構工法 モデ リング

9.4.1 計画の目的 と内容

筆者 らは、建物の最終出来形か ら生産設計 ・計画者の能動的な意思 と蓄積 されたデータに基づ

いて構工法計画のシ ミュ レー シ ョンを行 うことを、4次 元構工法モデ リングと呼んでいる。そのた

めのツール として、3次 元CADと 単工区基準工程 から多工区同期化工法の工程 (プロセス) を導

き出す ことができるインターフェイス ・マ トリクス (IFM) を組み合わせて用い る。3次 元CA

Dは 最終出来形 (以後これを 「建物基本モデル」 と呼ぶ) をそれぞれ ある空間的領域を占める部分

構法 に分割す るのに用い る。一方IFMは 、領域分割 され る以前の部分構法 クラス間のインターフ

ェイスに よって定義 され る単工区基準工程か ら多工区分割 同期化後の部分構工法 を要素 とす る工程

を導 き出すのに使われ る。 これ により、プロダク ト (建物) を一定の条件化でプロセス (工程) に

展 開す ること、また逆に望ま しいプ ロセスにふ さわ しいプロダク トの分割を検討す ること、とい う

双方向のイ ンタラクティブな構工法計画が可能 となる。部分工法、部分構法はいずれも構工法計画

の結果生成 され る部分構工法の異なる属性の組 を表す もので、構法 (プロダク ト) と工法 (プロセ

ス) を独 立 した計画要素 とした り、工法を構法の属性 と捉 えることはで きない、 とするのが筆者等

の主張である。

3次 元モデルのプ ロダク トデータに事前 に計画 した時間情報を組み込む ことによ りアニメーシ ョ

ンを作 るとい う事例は、これ まで も様々な研究で報告 されてい るが、そのためには構法 と工法 とが

1対1に 対応す るとい う前提が必要で、柔軟性 がな く非現実的であ る。

昨年の報告 (注) の段階では、建物基本モデルか らの部分構法クラスへの分割が同一であっても

異なった工区分割 を行 えば、異なった工程 (すなわちプロセ ス) が もたらされ ることを示 した(注:

IMFに よる多工区分割 同期化工程 の導出は完全同期化(各 職種 の100%稼 動 とい う条件化 でのラ

イ ンバ ランシング) を出発点 としているため、工程の解は複数存在する。 この ことか らも、工区分

割 数に拠 らず同一 プロダク ト・モデルか らさま ざまなプロセスが導かれ ることは明らかなのである

が、前報ではプ ロダク トの属性か らプロセスが一意的に決定され るわけでない ことを例示す るため

に、工区分割の問題 を扱 った。詳細については文献 (注: セ ミナー論文) を参照 されたい)。 本論文

ではこれを一歩進 めて、同一の建物基本モデルからさまざまに分節 された部分構法 クラスの定義 と

領域分割 (工区 ・部材分割) が生成 され得ること、またこの分割 が構工法計画 として一体に行われ

るのに応 じてさまざまな工程 (プロセ ス定義) がもた らされ ることを示す。4次 元構工法モデ リン

グとい う用語は、この よ うにプロセス、プ ロダク トを統合 した動的なモデ リング手法の特性 を表現

した ものである。
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9.4.2 対象物件

今回対象 とした建物 は、現在埼 玉県 さいたま市に建設中の高層集合住宅住棟 の躯体である。基準

階住戸数 は23戸 で、実際の躯体工事は、本論文で扱った事例Bと 同じく、施工速度6戸/日 、4サ

イ ト工 区分割 で計画 ・実施 され ている。

9.4.3 3次 元CADに よる部分構工法モデル (基準階構工法プロダク ト・モデル) の作成

図面に示 された基準階躯体に任意の部分構工法を選択 し、工程計画を行 うことになるが、その

際に各部分構法 ・部材の形状、ボ リュームな どのプロダク トデー タを取得す るために、三次元 ソリ

ッ ドモデラー (Auto CAD) を用いて、躯体 (建物基本) モデル を個 々の部分構法 ・部材に再定義で

き るようにす る。

Step1: 図面をもとに、対象 となる建物の3次 元 ソリッ ドの基準階建物基本モデル を作成す る。床、

柱 、梁な どの部材 をそれぞれ寸法通 りに作成、配置 した後 に和の集合演算を用いることで、重複の

無い一体の建物形状を作成す ることができる。 これ によ り、基準階の躯体ボ リューム (=施 工量)

を求めるこ とが可能 となる。

Step2: 設定 された条件 (資源 ・工費 ・工期等) を満たす可能性のあ りそ うな構工法を仮定する。

今 回は比較検討 のために表9-3の 部分構法 ・部材分割 に対応す る2種 類の構工法計画 を用意 した。

事例Aで は標準的なMOS-DOC工 法に基づいた構工法計画 を、例Bで は実際に採用 され ることになっ

た構 工法計画 に近い案 を取 り上げてい る。

表9-3 2つ の基準階構工法と工程要素の諸元

事例A 事例B
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事例Bで はVH分 離 による2回 の コンクリー ト打設を行っているのに対 し、例Bで は、垂直構成

材 にPCa部 材 を採用す ることによ り、1フ ロアあた りのコンク リー トの打設をHコ ンの1回 のみ

としてい る。

Step2か らStep5に いたる段階では工区分割がな されていないため、構 工法モデル (構工法計画

のアウ トプ ッ ト) は未完である。

Step3: 一体になった3次 元 ソリッ ドの基準階建物基本モデルを構工法計画 に基づ く部材形状に切

り分 ける。採用す る部分構法により、部材の形状が異な るので、それ に見合 った形状に基本モデル

を切 り分け、各部材を定義 してい く。例Aで は、外床が フルPCa、 柱、戸境壁が現場打 ち、梁が

ハー フPCaで 、内床 にはオムニア板を使用 している。例Bで は、柱、外床、戸境壁がフルPCa、

梁がハー フPCa、 内床 にはオムニア板 とデ ッキプ レー トを用いてい る。

この よ うに、建物基本モデル をそれぞれ の部分構法に切 り分け、再定義す ることによ り、特定の

構工法プ ロダク トモデル に対応 した各部分構法 ・部材の形状、ボ リュームな どのプロダク トデータ

を得る ことがで きる.

図9-6 基準階建物基本モデルの部分構法 ・部材への切り分け

9.4.4 IFMに よる工程計算

Step4: Step3の 構工法プロダク トモデル の各部分構 法はまた部分工法の単位でもあ り、プロセ

ス (工程) を構成す る工程要素に対応す る。 工程要素の施工量 (部分構法 のボ リューム) はプ ロダ

ク トモデルの属性 として与え られ てい る。別事例での実績 などから得 られ た歩掛 りデー タと仮定さ

れたサイ クル工期に基づ き (同一職種 (作業チーム) が担当する工程要素の基準階当た り所要作業

時間の合計がサイクル工期 と合致するよ うに)、職種別労務資源水準 (人数) を定める。本 モデ リン

グ手法は完全同期化 (各作業チームが常時 フル稼動 している状態) を前提 とするため、労務資源水

準は工区分割数 ・タイムモジュール によらずサイ クル 工期 (～施工速度) によって一意的に定め ら
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れ る (注: 投入労務資源水準に制約があるときは、逆に、サイ クル工期は労務資源水準に よって一

意的に決ま るとい うことができる。 「サイクル工期=タ イムモデ ュール ×サイ ト工区分割数」である

か ら、タイムモデ ュールが所与であれ ばこの ときサイ ト工区分割数が一意的に決まるとい うことに

な る。Step6参 照)。

Step5: 部分構法間のイ ンターフェイスより各工程要素の前後関係を決 める。インター フェイスの

冗長性 は識別できるので、直接先行ではない工程要素もすべて挙げる。 この時点で、工程要素 とそ

の作業時間、先行 後続 関係が求め られたので、IFMに よる工程計画 が可能になる。

Step6: 工区分割数 を決 める。すなわち、工程要素の分節を示すジ ョブ工区 とサイ ト工区の分割数

を決 める。 ジ ョブ工区については、一般に、分割数が多いほ ど工区間のイ ンターフェイスが消滅す

るので、同期化が容易になる。ただ し、あま り多す ぎる と職人の工区間の移動が煩雑になって しま

い、かえって効率が悪 くなることに留意す る。

Step7: サイ ト工区分割の決定手順は、計画条件が工期制約的であるか資源制約的であるかによって

異 なる。

資源制約的な場合、投入資源水準か らまずサイクル工期 (～施工速度 (戸/日)) が決ま り、 タ

イムモデ ュールが1日 であればサイクル工期の 日数 によってサイ ト工 区分割数が与えられ る。資源

水 準が低 く制約 されていれば一般に工区分割数は多 くな り、同期化の必要上分割 されたジ ョブ工区

が同一サイ ト工 区の上下階に重 なることは起 こ りに く

い。

工期制約的な場合には、所要工期 とタイムモデュール

か らサイ ト工区分割数が決ま り、これに見合 うように資

源水 準が決められ る。工期短縮が要求 され る場合、サイ

ト工区分割数は少 なくな りがちである一方、大勢の作業

チームの同時作業 と同期化を可能 にす るためにジ ョブ

工区分割数 を多 くす ることが必要 となるため、同一サイ

ト工 区の上下階に異な るジ ョブ工区が重 なるこ とがお

こ りやすい。

基準階平面 をサイ ト工区に分割することは、Step4で

決 まった基準階の施工量、所要作業時間から、1タ イ

ムモデュール (注: この場合、例A、 例Bと も1日)

当た り (=1サ イ ト工区当た り) の施工量に対す る各

工程要素の所要時間を確定することに相当す る。ひ と

つの構工法モデルの諸元はこの段階で一応の確定を見

る 。

表9-3 基準階躯体体積内訳

表9-4 基準階面積内訳

表9-5 その他資材量
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図9-7 基準階 平面図

事例A

この事例では、MOS-DOC工 法 の実績 に基づいて1日2住 戸の施工速度 を仮定 し、12サ イ ト工区分

割 とい う工程計画を採用 した。ジ ョブ工区分割数を多 くして も同一サイ ト工区の上下階でジ ョブ工

区が重なることはないので、VHに分離 された2回 のコンクリー ト打設 を1日 の作業工程の最後 とし、

作業時間の長い工程要素 (墨出、内床配筋、階段設置) が最初 に来るよ うに、ジ ョブ工区を6分 割

した。

図9-8 事例Aに おけるサイ ト工 区分割

表9-6 初期入力の基準工程IFM (事例A)

表9-7 工区分割後のインター フェイス (事例A)
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事例B

この事例は、高速施工を 目標 としたものである。基準階は4サ イ ト工区 (6戸/サ イ ト工区) に

分割 され、 タイムモデュールは1日 、サイ クル工期は4日 に設定 されてい る。 また、上下階での作

業間にイ ンター フェイスが生 じないよ うに、ジ ョブ工区もサイ ト工区と同 じ4工 区分割 としてい る。

図9-9 事例Bに おけるサイ ト工 区分割

表9-8 初期 入力の基準工程IFM (事例B)

表9-9 工区分割後のインター フェイス (事例B)
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Step8: IFMを 用いて工程計算を行 う。 計算は、おのおのの例について導き出 した工程要素、所

要時間、インターフェイスにもとづ く。 ジョブ工区分割 により基準階単位の構工法プ ロダク トモデ

ルのIFMは ジョブ工区単位 の部分行列 に分割 され、部分行列間のインター フェイスは消滅す る。す

なわち、この操作によ り並行作業が可能な独立 した工程がジ ョブ工区分割数 だけ導かれ る。ただ し、

同一職種 (作業チーム) の作業が重な らないように、あるいは異職種間での組 作業 を同時作業 とし

て計算できるようにインター フェイスを新たに付加する必要がある。(表9-7, 9-9) 最終的に全サイ

ト工区 (ジ ョブ工区でも良い) の作業時間が8時 間以内に収まっていれば多工区分割 同期化構工法

モデルの完成 となる。(表9-10, 9-11) それ以上の時間 を要すれば、インター フェイスの付加の仕方

を変えた り、 ジ ョブ工区分割 を変 更 して計算 を繰 り返す。

表9-10 IFMに よ って求め られた工程の解 (事例A)
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表9-11 IFMに よ って求め られ た工程の解 (事例B)
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3Dア ニ メーシ ョンの作成

Step9: 以上の手順 を経て導いた工程計画をもとに3DCGソ フ ト (3D Studio) を用い
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て工程アニメーシ ョンを作成 する。 まず、3Dソ フ トに3DCADで 作成 した基準階の形状を読み

込む。次に、IFMに よって求めた工程計画 をもとに、3D空 間上にオブジェク トを表示 してい く

ことに よって工程アニメーシ ョンを作成す る。

工程 をアニメーシ ョン化す ることによ り、実際に作業の流れ をビジュアル に見ることができ、第

三者への伝 達を容易に行 うことができる。 また ここで、工区間、上下フ ロアでの作業の取 り合いを

チ ェ ックし、問題が あればイ ンター フェイ スを調整 して解決す る。

図9-10 事例Aの 工程 アニ メー シ ョン
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図9-11 事例Bの 工程アニメー シ ョン

9.4.5構 工法全体モデルの評価

構工法計画の結果を評価することは、計画のアウトプッ トとしての構工法モデルの属性値を評

価することである。評価のクライテ リアとしては、工期、コス ト、資源水準等が考えられる。計画

のインプットを変えたいくつかの構工法モデルから、計画の目標と条件に応 じてこれ らクライテ リ

アをもっとも有効に満足するものを評価選択することになる。

今回検討の対象 とした二つの構工法モデルの属性値をに示す。

表9-12 構工法 モデルの属性 の比較評価

工期に関 しては、事例BはAの1/3と なっている。1日 当りの労務資源水 準は事例AがBの43%と

各段 に少ないが、基準階を施 工す るのに必要 な労務資源水準を比べ ると逆に事例Bの 方がAよ り約

25%少 な くなっている。 これ らの ことか ら、事例Aは 工期、労務 コス ト、仮設資機材の調達コス ト

といったクライテ リアからすれば評価が高 く、事例Bは 労務資源 の上限に制約があるときに評価が

高い構 工法 モデルであ る、 とい うことができる。
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9.4.6基 本設計 ・生産設計とプロダク トモデル

以上の比較に示されるように、4次 元構工法モデリングは同一の建物基本モデルからさまざまな

構工法モデルを生成することを可能 とし、それ らの属性による総合的な評価を可能とする意味で生

産設計上きわめて有効である。

最後に、建物基本モデルと構工法モデルのプロダク トモデル としての異同を含め、4次 元構工法

モデ リングにおける基本設計と生産設計の意味合いを整理 しておきたい。

図?は 繰返 し型の工程を持つ構工法モデルを導く場合の 「基本設計」と 「生産設計」の関係を示

したものである。基本設計の段階では、物的制作目標をあらわすものとしての建物基本モデルは、

構想 (基本設計) 時の意味的分節 (入力時の3次 元オブジェク トのクラス構造やその属性値) はど

うであれ、現実に造られる一体の建物の最終出来型としてまとめられる、という考え方を示してい

る。すなわち、鉄筋やコンクリー ト等の本設資材の物性やそれ らが占める空間的領域 ・位置は確定

しているが、それは生産設計段階での任意の部分構工法の割付けによっていかようにでも分節が再

定義 されるとい うものである。

図9-12 基本設計 ・生産設計 とプロダク トモデル

構工法計画 (生産設計) の結果得られた構工法モデルの物的側面 (=構 工法プロダク トモデル)

と建物基本モデルのいずれも広い意味でのプロダク トモデルであるが、生産 (施工) プロセスと有

効に関連付けられたプロダク トを指してプロダクトモデルというのであれば、前者のみがそれにふ

さわしいということになろう。
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はじめに記 したように、基本設計時にアプリオ リに分節されたオブジェク ト群としてのプロダク

トモデルの存在を前提 し、その属性としてプロセスを導出するような方法では、ここに示 したよう

な多様な構工法モデルは生成 され得ない。建物基本モデルから新たに意味と領域の再定義がなされ

た構工法モデルの物的側面がプロダク トモデルでなければならないのである。現実には、基本設計

は生産設計を反映していることも多いから、構工法モデルに近い内容をすでに有していると考えな

ければな らない。 しかし、その場合でも、生産設計をさらに有効に行お うとするのであれば、最終

出来形 としての建物基本モデルを措定 しておくべきなのである。

9.5 本章の結論

【成果】

*プ ロダク ト・モデリング, プロセス ・モデリングを同一の構工法計画の異なるアスペク トとして

とらえ, 両者を双方向的 ・統合的に取扱うことのできる構工法モデリング手法を開発 した

*具 体的には, 3次 元で定義された建物基本モデルから, 計画者の意図する意味分節にしたがって

部分構法 (3次 元オブジェクト群としての構工法プロダク ト・モデル) を切りだし, その属性をIFM

によるプロセス ・モデリングの変数として利用する手法を完成させた

*こ のような構工法モデリングにより, 同一の建物基本モデルから, 完全同期化条件を満たす多用

な構工法計画が生成されるようになり, そのパフォーマンス (工期, 投入資源水準等) によって目

的に応 じた構工法計画策定が可能であることを示した

*ま た, 数理的に導かれた構工法計画の結果をアニメ表示して可視化する (4次 元構工法モデリン

グ) を完成させた

*「 割付け」型の構工法計画においては, 基本設計に相当する建物基本モデルは本来の意味でのプ

ロダク ト・モデルとは言えず, 生産設計 (構工法計画) による部分構工法の割付けが適用されては

じめてプロセス ・モデルと連動するプロダク ト・モデルが定義されうることを示した

【第9章 に関する主要既発表論文 ・講演】

・ フラットスラブ構法における工法選択 (その1) -工 事計画段階における部位工法選択のプロセ

ス (1991)

・ フラ ッ トス ラブ構法における工法選択 (その2) -部 位工法選択の システム化 (1991)

・ 構 工法計画モデル にお ける 「部分」の記述法について (1993)

・ 3次 元プロダク トモデルにもとづいた構工法計画の生成 (2001)

・ 4次 元構工法モデリング手法を用いた多工区同期化構工法計画 (2002)

i  IFM中 の縦横のベク トルに本設構成材は1回 のみ現れるが、仮設は組立、解体 ・撤去の2度 現れる。
ii文 献1。

iii  その意味でこの手法は最適化手法ではなく、さまざまな最適解を生成する手法であるといえる。
iv  この段階ではまだ工区分割も同期化も行われていないので、各作業チーム間には手待ちが存在する。
v

 例え ば、ク レー ンを用いる作業は鳶工 、ク レー ン ・オペ レー ター との組作業になる。
vi

 言換えると、基準階工程のジョブ工区への分割は各ジョブ工区の工期がタイムモデュール内に納まっている

という条件を満たせば任意の工区数、分割位置で行ってよい。このとき、水平工区 (サイト工区) 分割数をモ
ー ドとした垂直の工区の重ね合わせが起こっているということになる。
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第10章 結論

10.1 本研究の成果

*本 論文 は 「もの」(=構 成材) と 「こと」(=工 程要素) を同等に扱 うことによ り, 構法, 工法を

一体的に扱 うことのできる構工法計画の理論と手法をまとめたものである。

*こ の計画理論 ・手法の基礎は, 構成材/工 程要素のインターフェイスによって定義されるインタ

ーフェイス ・マ トリクス (IFM) にある

*本 論文では, まず, IFMを 工程計画手法に展開し, 次いでそれらを用いて多工区同期化工程を持

つ繰返 し型の複合化構工法の構工法計画手法に発展させた

*最 後に, この手法を3次 元CADに よる部分構法分割 ・定義法と組合わせ, 統合的な構工法計画

手法として完成させた

*成 果の内容を各章別に示す

【定義部分】

第2章 IFMに よる構法」 と 「工法」の一体化の実現

アロー型 とフロー型ダイアグラムの長所を兼ね備えた行列の提示

【IFMに よる工程計画手法の開発】

第3章 IFMに よる トポロジカル ・オーダリング手法の提示

ダミーを排 し, 冗長性を許容することによって関係構造を保存

第4章 IFMに よるサブシステム化の手法開発およびその応用

「職種」を変数として付加

第5章 IFMに よる工期/工 程算出法の開発

「作業時間」を変数として付加

IFMに よる最早 日程行列, クリティカル ・パスなどの導出

【多工区同期化構工法計画の理論化 ・手法化】

第6章 ジョブ工区による基準階工程の分節 とサイ ト工区への割付け法

「施工量」, 「施工能率」, 「資源水準」を変数として新たに付加

完全同期化条件の定立 と, 最適解探索によらぬライン ・バランシングの解法

第7章 IFMを 時間の関数に拡張する手法の開発

リアルタイムの工程計画管理手法への応用

第8章 工区間のインターフェイスをサイ ト工区分割数のモー ドとして取 り扱 う手法

多様な工区分割法を取 り混ぜた多工区同期化工程の作成法

【部分構法の割付けによる構工法モデ リング手法の開発】

第9章 3次 元CADとIFMに よる工程演算を組合わせた4次 元構工法モデリング手法

建物基本モデルから任意の部分構法の組み合わせを得る手法

モデ リング手法からみた基本設計と生産設計の明確化
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10.2 本研究 の意味

本研究の意味は大き く次の4点 にある と考 える。

第一は, 「構法」と 「工法」が不可分のものであ り, したがって構工法 とい う一体的な取扱いが必

要なのだ とい う認識 を, 構工法計画の理論 と手法に具体化 し得 た とい う点である。

第二は, 多 くの作業ティー ムの同時作業を可能 にするための多工区同期化法について, 完全同期

化条件 を明 らかにしそれ を前提 とす る手法を開発 した ことによって, 分割 された工区の資源平準化

問題 が最適化問題ではな く, 多様 な解 が存在 しうること, またその解を導 く方法を提示 し得た とい

う点であ る。

第三は, 基本設計をもとに した生産設計の手順 を構工法計画 としてあきらかにすることによ り,

生産設計, 基本設計の位置付 けを明 らかにす る基礎 を築いた点である。

第四は, 設計 ・計画において, 計画者による対象の意味分節が可能であることを手法 として明 ら

かに した点にある。 計画対象の構成要素はア ・プ リオ リに存在 しているのではない。部分 と全体 と

の対応 は一通 りではな く, 全体は一意的に部分に分解 されない。意味による部分の分節 を随意に組

み替えることな くして創造的な活動は成 し得 ない。著者が本研究を通 じて もっとも大きな 目標 とし

ていたのは このことを明示的な理論, あるいは手法 として示す ことにあった。

創 造的な行為は建築をつ くるプロセスの全過程 にわたって存在する。その際, 「部分 を積み上げ

る」ことではな く 「構想 としての部分を割 り付 ける」 ことが必要であるが, それは実践の場では 日

常的に起 こっていることである。本研究の成果 は, 理論 と実践のかけは しのいくば くかを築き得た

と考 える。
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